
令和２年3月

野菜価格安定・振興事業のご案内

～ 野菜農家の経営安定と経営基盤強化をサポートします ～





野菜価格安定・振興事業のご案内（令和２年度）

１．指定野菜価格安定対策事業（P2)
・指定野菜の価格が低落した場合に補
給金を交付

・指定野菜14品目が対象
・販売価格が過去の平均価格の９割を
下回った場合に交付

３．契約指定野菜安定供給事業 (P10)
・契約取引される指定野菜の価格低落、
不作、過剰生産の場合に補給金を交付

・指定野菜14品目が対象
・①市場価格連動型契約での価格低落
②定量供給契約での豊作時の出荷調整
③価格高騰時の契約数量確保のための
市場調達の場合に交付

５．契約野菜収入確保モデル事業(P17)
・契約取引される指定野菜の価格高騰、豊作、
不作の場合に交付金を交付

・指定野菜14品目が対象
（指定産地以外も対象）

・①定量定価格契約での豊作時の出荷調整
②価格高騰時の契約数量の遵守
③価格高騰時の契約数量確保のための市場
調達の場合に交付

２．特定野菜等供給産地育成価格差補
給金事業（P6)
・特定野菜等の価格が低落した場合に
補給金を交付

・特定野菜35品目及び指定野菜12品目
が対象

・販売価格が過去の平均販売価格の8割
を下回った場合に交付

４．契約特定野菜等安定供給促進事業
（P10)
・契約取引される特定野菜等の価格低
落、不作、過剰生産の場合に補給金
を交付

・特定野菜35品目及び指定野菜12品目
が対象

・①市場価格連動型契約での価格低落
②定量供給契約での豊作時の出荷調
整

③価格高騰時の契約数量確保のため
の市場調達の場合に交付

６．野菜緊急需給調整事業（P31）
・重要野菜等の価格低落・高騰時に出荷調
整等を行った場合に交付金を交付

・重要野菜・調整野菜（キャベツ、たまね
ぎ、だいこん、はくさい、レタス、にん
じん）が対象

・価格低落時の出荷後送り、加工用販売、
フードバンク提供、土壌還元、価格高騰
時の出荷前倒しを行った場合に交付

７．端境期等対象産地育成強化事業(P35)
・端境期の国産野菜の生産拡大に向け
た生産・流通体系構築、出荷期間拡
大及び作付安定技術導入を支援（事
業期間３年）

・加工・業務用野菜14品目、生食用野
菜２品目が対象

・事業対象面積×15万円/10aを助成
（初年度一括交付）

野菜農家の経営基盤強化をサポートします

お問い合わせ先

野菜業務部 管理課
Tel：03－3583－9471
Fax：03－3583－9484
HP：https://www.alic.go.jp/

野菜農家の経営安定をサポートします。

※「野菜価格安定・振興事業のご案内」の掲載先：https://www.alic.go.jp/vegetable/index.html
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本事業は、生産者、道府県及び国が積み立てた資金を財源として、販売した
野菜の平均販売価額が平均価格の９０％（保証基準額）を下回った場合、保証
基準額と平均販売価額との差額を補てんする事業です。

最低基準額

平均価格

保証基準額
(平均価格×0.9)

豊作等により野菜の市場価格が著しく低落
した場合、低落相当額が補てんされますの
で、経営が安定し、安心して野菜が生産で
きます。

出荷数量に応じて、最大で
この差額の90%を補てん（※）

（※ 産地区分ごとに、90% , 80% , 
70%の割合を乗じて得た額が補て
んされます。）

最低基準額未満は、
補てん対象外

1

平均販売価額 ＝ 出荷された野菜の旬別・ブロック別の平均価額

対象となる野菜
（１４品目）

キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、
なす、ねぎ、にんじん、はくさい、ばれいしょ、ピーマン、
ほうれんそう、レタス

野菜の価格が下落した場合、 が支援します！

出荷期間

Q

過年度における
市場平均価格
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注）事業に加入するには、機構への登録手続が必要です。
（登録手続に関する問い合わせ先：野菜業務部管理課）

農林水産大臣が指定する産地で生産した対象野菜のみが対象となります。

それ以外の地域で生産した野菜は、対象となりません。

指定産地数：892 （令和2年2月4日現在）

Yes

No

指定産地
ですか？

該当しない 参加
できます

該当する
「農協、事業協同組合及びその連合会」

又は
「対象野菜の作付面積が２ha以上の者」

に該当しますか？

補てんを受けるためには、指定産地で生産
された野菜を対象となる市場に出荷しなけ
ればなりません。

2

Q

Q

Q

参加できません

機構が定める以下の市場に出荷した対象野菜のみが対象となります。それ

以外に出荷した対象野菜は対象となりません。

① 全国の中央卸売市場（49市場、卸売会社71社）
② 全国の地方卸売市場（157市場、卸売会社184社）
③ JA全農青果センター（3施設）

【括弧内の市場数は、平成31年３月31日現在】
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生産者、道府県及び国が、2：2：6の負担割合（※）で資金を積み立てます。

なお、一部の対象野菜については、生産者、道府県の負担を軽減する措置を
講じています。

【例】『夏だいこん』を『100ｔ』交付予約する場合
単価：25.42円/kg
基金の総額 ＝ 25.42円/kg × 100ｔ ＝ 2,542千円

生産者 道府県 国
509千円 508千円 1,525千円

対象野菜の計画的な出荷（供給計画）の貢献度に応じて、保証基準額と平均
販売価額との差額の 最大 90% を補てんします。

3

小さな負担で、大きな
補償が受けられます。

Q

Q

( ※ キャベツ、たまねぎ、秋冬だいこん、秋冬はくさいは、1.75：1.75：6.5 ) 

実質的な
負担額

【例】『夏だいこん』の補てん対象数量が『100ｔ』の場合
保証基準額と平均販売価額との差額：12円/kg

補てん対象数量の上限数量は、
交付予約数量となります。

※ 交付予約数量及び供給計画数量ともに 100ｔとする。

1,525
千円

負担軽減

254
千円

255
千円

計画による
負担額 ＝

※ 特別補給交付金等とは、計画出荷を達成した場合
に10％上乗せされる加算金です。ただし、事前の
申し込みが必要です。上記例の場合、120千円が
加算されます。

540千円

1,080千円

180t 出荷 100t 出荷

特別補給
交付金等

◎ 計画のとおり出荷した場合

100ｔ × 10.8円/kg × 1.0 ＝

◎ 計画数量と乖離がある場合

100ｔ × 10.8円/kg × 0.5 ＝

（ ※ 本事業は、保険の仕組みによる掛け金（負担金）の掛け捨て制度ではありません。）
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野菜業務部予約業務課

Tel：03－3583－9481 FAX：03-3583-9484
HP：http://www.alic.go.jp/

③ ⑥
供給計画（当初/確定）

・平成31年１月から開始された収入保険と本事業は、同時利用できません。

・本事業を利用するか、収入保険に加入するかは個人の判断で自由に選択できます。
収入保険に加入する場合は、これまで本事業で補給金を受け取っていたＪＡ等の機
関に、本事業を同時利用しないことを忘れずに申告してください。

・国又は道府県の予算措置の都合等により、交付予約の申込み内容について、希望
に添えない場合があります。

・事務手続に係る書類は、５年間保存しなければなりません。
・本事業は、国の補助金（税金）により事業を実施していることから、会計検査院

が定期的に実施する検査を受検しなければなりません。

ご注意ください。

※ キャベツ、だいこん、たまねぎ、はくさい、
にんじん、レタスの交付予約を行う者のみ

!

本件の内容に関する問い合わせ先

農
林
水
産
省

② 産地強化計画

① 登録申込み
④ 需給調整事業の申込み（※）

⑤ 交付予約の申込み
⑦ 負担金の納入
⑧ 交付申請書の提出

4 7
供給計画（当初/確定）

道
府
県

農
畜
産
業
振
興
機
構

登
録
出
荷
団
体

Q

登
録
生
産
者

1 登録申込み
2 作付面積の報告
5 需給調整事業の申込み（※）

6 交付予約の申込み
8 負担金の納入
9 交付申請書の提出

3 産地強化計画
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本事業は、野菜価格の安定を目的として、各都道府県の野菜価格安定法人が、
生産者、都道府県及び国が積み立てた資金を財源に、販売した野菜の平均販売価
額が平均価格の８０％（保証基準額）※を下回った場合、保証基準額と平均販売価
額との差額を補てんする事業です。

最低基準額

平均価格

保証基準額※
(平均価格×0.８)

豊作等により野菜の市場価格が著しく低落
した場合、低落相当額が補てんされますの
で、経営が安定し、安心して野菜が生産で
きます。

この差額の80%を補てん

最低基準額未満は、
補てん対象外

1

平均販売価額 ＝ 出荷された野菜の旬別・ブロック別の平均価額

対象となる
野菜（35品目）

野菜の価格が下落した場合、 が支援します！

出荷期間

Q

過年度における
市場平均価格

いちご､えだまめ､かぶ､カリフラワー､かんしょ､グリーンピース､ごぼう､こまつな､
さやいんげん､さやえんどう､しゅんぎく､しょうが､すいか､セルリー､そらまめ､ち
んげんさい､生しいたけ､にら､にんにく､ふき､みずな､みつば､メロン､やまのいも､
れんこん､ししとうがらし､わけぎ､らっきょう､にがうり､オクラ､みょうが
（重要特定野菜としてアスパラガス、かぼちゃ、スイートコーン、ブロッコリー）

※特定野菜事業の指定野菜については（平均価格×0.9） 6



注）事業に加入するには、「各都道府県野菜価格安定法人」への
登録手続が必要です。

知事が地方農政局長と協議して選定した産地で生産した対象野菜のみが

対象となります。それ以外の地域で生産した野菜は、対象となりません。

特定野菜産地数：629 （令和元年5月末現在）

Yes

No

特定野菜の
産地ですか？

該当しない 参加
できます

該当する
「農協、森林組合及びその連合会」

又は
「対象野菜の作付面積が1.5ha以上の者」

に該当しますか？

補てんを受けるためには、特定野菜の産地
で生産された野菜を、対象となる市場に出
荷しなければなりません。

2

Q

Q

Q

参加できません

知事が定める以下の市場に出荷した対象野菜のみが対象となります。それ

以外の市場等に出荷した野菜は、対象となりません。

① 全国の中央卸売市場（49市場、卸売会社71社）
② 全国の地方卸売市場（157市場、卸売会社184社）
③ JA全農青果センター（3施設）
④ その他知事が定める市場等

【括弧内の市場数は、平成31年３月末日現在】
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生産者、都道府県及び国が、1：1：1の負担割合（※）で資金を積み立てま

す。
なお、一部の対象野菜については、生産者、都道府県の負担を軽減する措置

を講じています。

【例】『すいか』を『100ｔ』交付予約する場合
単価：27.94円/kg
基金の総額 ＝ 27.94円/kg × 100ｔ ＝ 2,794千円

生産者 都道府県 国
932千円 931千円 931千円

保証基準額と平均販売価額との差額の 80% （※P6の特定野菜事業の指定
野菜は90％）を補てんします。

3

小さな負担で、大きな
補償が受けられます。

Q

Q

(※ 重要特定野菜は、2：1：1) 

計画による
負担額 ＝

（ ※ 本事業は、保険の仕組みによる掛け金（負担金）の掛け捨て制度ではありません。）

【例】『すいか』の補てん対象数量が『100ｔ』の場合
保証基準額と平均販売価額との差額：12円/kg

960千円

100ｔ 出荷

100,000ｋｇ × 12円／ｋｇ × 80％ ＝ 960千円

（100ｔ）
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野菜振興部助成業務課

Tel：03－3583－9478 FAX：03-3583-9484
HP：http://www.alic.go.jp/

③ ⑥

供給計画（当初/確定）

・平成31年１月から開始された収入保険と本事業は、同時利用できません。

・本事業を利用するか、収入保険に加入するかは個人の判断で自由に選択できます。
収入保険に加入する場合は、これまで本事業で補給金を受け取っていたＪＡ等の機
関に、本事業を同時利用しないことを忘れずに申告してください。

・国又は道府県の予算措置の都合等により、交付予約の申込み内容について、希望
に添えない場合があります。

・事務手続に係る書類は、５年間保存しなければなりません。
・本事業は、国の補助金（税金）により事業を実施していることから、会計検査院

が定期的に実施する検査を受検しなければなりません。

ご注意ください。

※ キャベツ、だいこん、たまねぎ、
はくさい、にんじん、レタスの交付
予約を行う者のみ

!

本件の内容に関する問い合わせ先

農
林
水
産
省

② 産地強化計画

① 登録申込み
④ 需給調整事業の申込み（※）
⑤ 交付予約の申込み
⑧ 負担金の納入
⑨ 交付申請書の提出

4 7
供給計画（当初/確定）

都
道
府
県

野
菜
価
格
安
定
法
人

共
同
出
荷
組
織

Q

相
当
規
模
生
産
者

1 登録申込み
2 作付面積の報告
5 需給調整事業の申込み（※）
6 交付予約の申込み
9 負担金の納入
10 交付申請書の提出

3 産地強化計画

農
畜
産
業
振
興
機
構

⑦、8
実施計画
書の提出

⑩、11
助成金申
請書の提出
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③数量確保タイプ

定量定価供給契約を締結した生産者が、天候不良等
により契約数量を確保することができない場合に、市
場出荷予定のものを回す等により契約数量を確保する
のに要する経費を補てんする。

契約数量が確保できず、平均取引価額が指標価額
（基準価格の130%、リレー出荷の場合特例あり）
を上回った場合に、

① 市場出荷予定のものを契約取引に回したときは、
平均取引価額と契約価額の差額の70％を補てん。

② 市場等から購入したときは、購入価額と契約価
額の差額の90％を補てん。

市場等から購入し
た場合の交付金
(C-A)×0.9×数量

契約数量

購入価額(C)

購入限度価額
A×1.5(2.0,3.0,
4.0も選択可)

契約価額(A)

市場出荷予定の
ものを回した場
合の交付金
(B-A)×0.7×数量

平均取引価額(B)

①の場合 ②の場合

不
足
分

交付予約数量の上限
（契約数量の50％）

契
約
価
額

【負担割合】指定野菜：国（１/2)、都道府県（1/4）、出荷団体等（1/4）

特定野菜：国(1/3)、都道府県（１/３）、出荷団体等（１/３）

○ 野菜の契約取引に伴い生産者が負うリスクを軽減するため、以下の３つ
のタイプの対策を措置

① 価格低落タイプ：市場価格連動型の契約で価格が著しく低落した場合の補てん
② 出荷調整タイプ：契約遵守のため余裕をみて作付した野菜を価格低落時に出荷調整した場合

の補てん
③ 数量確保タイプ：不作によって契約数量を確保できない場合の掛かり増し経費の補てん
○ 事業対象は、指定産地の指定野菜14品目、特定野菜等35品目

※ ③については、６次産業化・地産地消法に基づきリレー出荷に取り組む生産者は
指定産地内外にかかわらず対象

①価格低落タイプ

市場価格に連動して価格が変動する契約を締結
している生産者に対し、価格の著しい低落が生じ
た場合に補てんを行う。

平均取引価額が保証基準額（基準価格の90%）
を下回った場合に、保証基準額と平均取引価額の
差額の90％を補てん。

②出荷調整タイプ

定量供給契約を締結した生産者が、契約数
量を確保するため余裕のある作付けを行い、
価格低落時に契約以外の生産量の出荷調整を
行った場合に補てんを行う。

価格が低落し平均取引価額が発動基準価額
（基準価格の70%）を下回った場合に、出
荷調整を行ったときは、基準価格又は契約価
額のいずれか低い方の40％を補てん。

※交付予約数量は契約数量の30%を限度

余裕生産分

契 約 分

出荷調整

実需者へ出荷

生産量
基準価格、契約
価額のいずれか
低い額(A)

交付金
A×0.4×数量

下
旬

○月 □月 △月

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

平均取引価額

保証基準額

基準価格(A)

保証基準額
B=A×0.9

平均取引価額(C)

最低基準額
A×0.55

交付金
(B-C)×0.9×数量

※ いずれの場合も交付予約数量は契約数量の50％を限度。購入限度価額は契約価額の150％（200％、300％、400％も選択可）。

野菜農家の契約取引に伴うリスク軽減を が支援します！
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保証基準額(B)

交付金
(B-A) ✕ 0.9✕数量

平均取引価額(A)

補てん

平均取引価額(A)が保証基準額(B)を下回っている場合に、その差額((B)－(A))の９０％
が補給金として補てんされます。

○月 □月 △月

保証基準額(B)

平均取引価額(A)

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

生産者１／４

都道府県１／４

国 １／２
国 １／３

生産者１／３

都道府県１／3

指定野菜 特定野菜等

・生産者は、補給金の基となる資金
を負担金として納付していただくこと
となります。

・負担金は、機構で生産者ごとに
管理いたします。

※注意事項

・平均取引価額(A)は全国１０ヶ所の中央卸売市場価格から機構が算定します。このた

め、申込者が契約取引の指標している市場の価格が低落した場合であっても、平均取
引価額(A)が保証基準額(B)を下回らない場合には、発動されません。

・契約書の取引価格には「市場価格に連動」等の記載が必要です。

・基準価格は、卸売市場の過去６カ年の卸売価格の平均価格です。

（＝基準価格×0.9）
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２ 対象者 （事業実施主体）※機構に登録が必要（指定野菜のみ）です。
① 生産者（個人・法人）
② 農業協同組合、事業協同組合、協同組合連合会
③ 生産者が構成員となっている団体

３ 対象となる契約取引
実需者等との事前書面契約

５ 負担金
① 指定野菜では、補給金の基となる資金の１／４（特定野菜等は１／３）を負担金

として納付いただきます。
② 負担金は、かけ捨てではなく、１年後に返戻可能な積立金です。

４ 実需者等 （契約の相手方）
① 食品製造・加工業者
② 小売業者・外食業者
③ 中間事業者（商社、流通業者等）

６ 申込期限
① 出荷期間開始４０日前までに、申込書の提出が必要です。
② 契約書類について上記した期限までに間に合わない場合は、出荷期間開始
１０日前までに、延長することができます。（別途届出書が必要）

（※）指定野菜１４品目：キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、
ピーマン、ほうれんそう、レタス

（※）特定野菜等３５品目：アスパラガス、いちご、えだまめ、かぶ、かぼちゃ、カリフラワー、かんしょ、グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、さやえんどう、しゅんぎく、しょうが、すいか、スイートコーン、セルリー、 そらまめ、ちんげんさ
い、生しいたけ、にら、にんにく、ふき、ブロッコリー、みずな、みつば、メロン、 やまのいも、れんこん、オクラ、ししとうが
らし、にがうり、らっきょう、わけぎ、みょうが

１ 対象品目及び産地
野菜生産出荷安定法に定められている産地（機構へお問い合わせください）で栽培され
ている、指定野菜14品目、特定野菜等３５品目
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契約数量分

豊作時におけ
る契約数量以
上の生産分

生産量

契約先へ

出荷調整

(1)発動要件 (2)補給金対象数量

平均取引価額(A)が発動基準価額(B)を下回っている状況で出荷調整を行った場合は、
基準価格又は契約価額のいずれか低い額の４割が補てんされます。

生産者１／４

都道府県１／４

国 １／２
国 １／３

生産者１／３

都道府県１／3

指定野菜 特定野菜等

・生産者は、交付金の基となる資金
を負担金として納付していただくこと
となります。

※注意事項

・申込数量の上限は、契約数量の３０％が限度です。

・平均取引価額(A)は全国１０ヶ所の中央卸売市場価格から機構が算定します。このた

め、申込者が契約取引の指標としている市場の価格が低落した場合であっても、平均
取引価額(A)が発動基準額(B)を下回らない場合には、発動されません。

・事前に出荷調整を実施する場合は機構への申出が必要となります。

・負担金は、機構で生産者ごとに
管理いたします。

・基準価格は、卸売市場の過去６カ年の卸売価格の平均価格です。

○月 □月 △月

発動基準価額(B)

平均取引価額(A)

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

（＝基準価格✕0.7 ）

13



２ 対象者 （事業実施主体）※機構に登録が必要（指定野菜のみ）です。
① 生産者（個人・法人）
② 農業協同組合、事業協同組合、協同組合連合会
③ 生産者が構成員となっている団体

３ 対象となる契約取引
実需者等との事前書面契約

５ 負担金
① 指定野菜では、補給金の基となる資金の１／４（特定野菜等は１／３）を負担金

として納付いただきます。
② 負担金は、かけ捨てではなく、１年後に返戻可能な積立金です。

４ 実需者等 （契約の相手方）
① 食品製造・加工業者
② 小売業者・外食業者
③ 中間事業者（商社、流通業者等）

６ 申込期限
① 出荷期間開始４０日前までに、申込書の提出が必要です。
② 契約書類について上記した期限までに間に合わない場合は、出荷期間開始
１０日前までに、延長することができます。（別途届出書が必要）

（※）指定野菜１４品目：キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、
ピーマン、ほうれんそう、レタス

（※）特定野菜等３５品目：アスパラガス、いちご、えだまめ、かぶ、かぼちゃ、カリフラワー、かんしょ、グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、さやえんどう、しゅんぎく、しょうが、すいか、スイートコーン、セルリー、 そらまめ、ちんげんさ
い、生しいたけ、にら、にんにく、ふき、ブロッコリー、みずな、みつば、メロン、やまのいも、れんこん、オクラ、ししとうが
らし、にがうり、らっきょう、わけぎ、みょうが

１ 対象品目及び産地
野菜生産出荷安定法に定められている産地（機構へお問い合わせください）で栽培され
ている、指定野菜14品目、特定野菜等３５品目
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平均取引価額(A)が指標価額を上回っているときに、契約数量を確保するため、
① 市場出荷予定のものを契約取引に回した場合は、平均取引価額(A)と契約価額(B)

の差額の70%が補てんされます。
② 市場等から購入して契約取引に回した場合は、購入価額(C)と契約価額(B)の差額

の90%が補てんされます。

※注意事項

・ 平均取引価額（A）は全国１０ヶ所の市場価格から算定されます。このため、申込者が
契約取引の地域の市場価格が指標価格が上回っても、平均取引価額（A）が指標価額を

上回らない場合は、事業の発動はありません。

・ 交付予約数量の上限は、契約数量の５０％までです。

・ 面積契約は、事業の補填対象外です。

・ 購入する野菜は国産に限ります。

・ 申込の際は、①②のどちらかの選択になります。

契約出荷分

不足分

契約数量

①の場合 ②の場合

平均取引価額(A) 購入価額(C)

契約価額(B)

市場出荷予定のも
のを回した場合の
交付単価(A-B)×数
量✕0.7

市場等から購入
した場合の交付
単価(C-B)×数量
✕0.9

指標価額

契約価額(B)

不足分 不足分

生産者１／４

都道府県１／４

国 １／２
国 １／３

生産者１／３

都道府県１／3

指定野菜 特定野菜等

・生産者は、補給金の基となる資金
を負担金として納付していただくこと
となります。

・負担金は、alicで生産者ごとに
管理いたします。
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２ 対象者 （事業実施主体）※機構に登録が必要（指定野菜のみ）です。
① 生産者（個人・法人）
② 農業協同組合、事業協同組合、協同組合連合会
③ 生産者が構成員となっている団体

３ 対象となる契約取引
実需者等との事前書面契約

５ 負担金
① 指定野菜では、補給金の基となる資金の１／４（特定野菜等は１／３）を負担金

として納付いただきます。
② 負担金は、かけ捨てではなく、１年後に返戻可能な積立金です。

４ 実需者等 （契約の相手方）
① 食品製造・加工業者
② 小売業者・外食業者
③ 中間事業者（商社、流通業者等）

６ 申込期限
① 出荷期間開始４０日前までに、申込書の提出が必要です。
② 契約書類について上記した期限までに間に合わない場合は、出荷期間開始
１０日前までに、延長することができます。（別途届出書が必要）

（※）指定野菜１４品目：キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、
ピーマン、ほうれんそう、レタス

（※）特定野菜等３５品目：アスパラガス、いちご、えだまめ、かぶ、かぼちゃ、カリフラワー、かんしょ、グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、さやえんどう、しゅんぎく、しょうが、すいか、スイートコーン、セルリー、 そらまめ、ちんげんさ
い、生しいたけ、にら、にんにく、ふき、ブロッコリー、みずな、みつば、メロン、 やまのいも、れんこん、オクラ、ししとうが
らし、にがうり、らっきょう、わけぎ、みょうが

１ 対象品目及び産地
野菜生産出荷安定法に定められている産地（機構へお問い合わせください）で栽培され
ている、指定野菜14品目、特定野菜等３５品目

【問合せ先】野菜振興部契約取引推進課 ℡ ０３-３５８３-９８１９
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① 事 業 概 要

野菜の契約取引に伴い、生産者、中間事業者が負うリスクを軽減するため、以下の３

つのタイプの対策を措置しています。

●出荷調整タイプ（新設）

生産者等が、実需者等と契約を締結した後に、作柄不良等による供給量不足を避ける

ため、契約数量以上の作付けを行い、価格低落時に出荷調整を行った場合に、減収分の

一部を補填します。

●出荷促進タイプ

生産者等が、実需者等と契約を締結した後に、卸売市場で野菜の価格が高騰している

際、契約に沿って出荷した場合に、市場価格との差の一部を補填します。

●数量確保タイプ

中間事業者が、実需者等と契約を締結した後に、生産者等から仕入れる数量が減少

し、契約数量を確保するために卸売市場等から調達を行った場合に、掛り増し分の一部

を補填します。

②対 象 品 目

キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、

はくさい、ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタス （１４品目）

③事業実施主体

●出荷調整タイプ・出荷促進タイプ

・対象品目を生産する者
・対象品目を生産する者を構成員とし、対象野菜の契約取引において、直接又は間接に

販売の委託を受ける農協・事業協同組合・団体等

●数量確保タイプ

・中間事業者（対象野菜の買取りを行い、他へ出荷する者）

④ 公 募 期 間

●第２回公募（対象出荷期間が令和２年１１月から３月までに開始するもの）は、

令和２年７月２２日（水）～８月２６日（水）（予定）に実施する予定です。

※第１回公募（対象出荷期間が令和２年４月から１０月までに開始するもの）は、
終了しました。

【問合せ先】野菜振興部契約取引推進課 ℡ ０３-３５８３-９８１９

野菜農家の契約取引に伴うリスク軽減を が支援します！

17



契約野菜収入確保モデル事業の概要

① 出荷調整タイプ
（新設）

実需者等との契約取引に

おいて、作柄不良等によ

る供給量不足を避けるた

め、契約数量確保のため

の余剰作付けを行い、価

格低落時に出荷調整を

行った場合に、その収入

減の一部に交付金を交付

② 出荷促進タイプ

価格高騰時に、市場ではな

く、契約に沿って野菜を出

荷した場合に、出荷数量に

応じて交付金を交付

出荷数量に応じて、市場の

平均取引価額 と発動基準

額との差額の一部を補てん

※ 国と生産者の負担割合＝50：50
（県費負担なし）全タイプ共通

出荷調整した一部を
補てん

（積立単価又は契約
価額の40％のい
ずれか低い額）

市場での平均取
引価格

基準価格

補
て
ん

取引数量

平年価格(Ａ）

（Ａ）×150%、
200% 等申込時
に選択

上限価格

③ 数量確保タイプ

中間事業者等が契約数量の確保のために市場

等から契約対象野菜を調達した場合に、その

確保に要する費用の一部に交付金を交付
（Ａ）×150%、
200% 等 申込時
に選択

掛かり増
し経費

市場購入価額

契約価額(Ａ)

不足分

契約数量 不足確保分

契
約
価
額

不
足

市場等から購入した場合の交付
金（掛かり増し分の９割） 購入限度額

○ 野菜の契約取引の推進を図るため、生産者等が負うリスクを軽減す

るために、以下の３つのタイプの対策を実施

①出荷調整タイプ ： 契約数量確保のための余剰作付け分を価格低落時に出荷調整

した場合に収入の一部を補てん

②出荷促進タイプ ： 価格高騰時に、市場ではなく、契約に沿って野菜を出荷した

場合に市場価格との差額の一部を補てん

③数量確保タイプ ： 中間事業者が、契約数量確保のために市場等から契約対象野

菜を調達をした場合に費用の一部を補てん

○ 対象品目は、指定野菜の14品目

○ 作付面積等の制限はなく、指定産地内外を問わず対象

契約数量

市
場
出
荷
量

交付対象数量

契約先
へ

出荷
調整
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独立行政法人 農畜産業振興機構

生産者等が、作柄不良等による供給量不足を避けるため、契
約数量以上の作付けを行い、価格低落時に出荷調整（産地廃
棄等）を行った場合に、補填を受けられる仕組みです。

出荷調整タイプとは？

契約野菜収入確保モデル事業
（出荷調整タイプ）のご案内

※ 詳細については、契約野菜収入確保モデル事業公募要領（令和２年１
月２２日付け元農畜機第６１３１号）等をご確認ください。
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１ 対象品目

３ 対象となる契約取引

２ 対象者 （事業実施主体）

キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、
ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタス （14品目）

① 対象品目の生産者
② ①の者を直接又は間接の構成員とし、対象野菜の契約取引において、直接又は

間接に販売の委託を受ける農業協同組合、事業協同組合、これらの連合会
③ その他①の者を構成員とし、対象野菜の契約取引において、直接又は間接に販売

の委託を受ける団体

実需者等との定量・定価格契約 ※口頭契約の場合は、契約内容確認書を作成

４ 実需者等 （契約の相手方）

６ 積立金

５ 補助限度額

① 対象品目の生産者 750万円
② ①以外の者 1,500万円

※対象品目・対象出荷期間ごとに補助限度額の範囲内で応募いただけます。

① 積立金を管理する口座を用意
② 交付金の限度額となる積立金を積立て

※積立金は、事業実施計画書の策定時から積立て、対象出荷期間後に、交付金の交付申請が認められ
た後に収入減少等への補填のための取り崩し等を行います。

７ その他

① 応募者多数の場合は、対象者を選定
② この事業の対象となる契約については、野菜価格安定対策事業に重複して
申し込むことはできません。

Ⅰ．出荷調整タイプの要件等

① 食品製造・加工業者
② 小売業者
③ 中間事業者（商社、流通業者、カット業者等）
※応募者と親子会社、兄弟会社関係の者及び代表者が同じ者は対象となりません。
※対象品目の契約取引が過去１年間以上のあった者に限ります。
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○ 交付金の適切かつ効率的な活用の観点から、申込・交付対象となる数量には次のように制限を
設けています。
１ 交付対象となる契約数量は、同実需者との同種別の契約取引過去3ヶ年の取引数量の最大値

が上限となります。
２ 申込数量の上限は、交付対象となる契約数量の30％が限度です。
３ 出荷調整数量全てが交付対象数量とならない場合があります。

※詳細については公募要領を参照ください。
○ 出荷調整（ほ場廃棄等）を実施する場合は、事前に機構への届出が必要となります。

注意事項

Ⅱ．出荷調整タイプの仕組み

実需者等と定量・定価格契約を締結した生産者等が、市場の平均取引価額が発
動基準額を下回っている状況で出荷調整（産地廃棄等）を行った場合に、積立単
価又は契約価額の40％のいずれか低い額を交付。

補てんの仕組み

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬

発動基準額

市場の平均取引価額

加入から交付金交付のイメージ（例）

積立金額

【事業の応募内容】
契約価格 80円/㎏
契約数量 100トン
申込数量 30トン

事業実施主体が積み立てる積立金額
＝申込数量×（契約価額の40％又は積立単価のいずれか低い額）÷２
＝30トン×（80円×0.4）÷２

＝48万円

交付金額

契約出荷数量 100トン
出荷調整数量 30トン
市場出荷数量 70トン
計画契約出荷数量 100トン
計画市場出荷数量 60トン

※積立単価が32円以下の場合は積立単価が基準となります。

機構からの交付金額
＝交付対象取引数量×(契約価額の40％又は積立単価のいずれか低い
額)÷２
＝（（30トン＋100トン＋70トン）×100トン÷

（100トン＋60トン）ー100トン）×32円÷２
＝25トン×32円÷２

＝40万円

出荷調整可能な期間
交付対象数量

契約先へ

出荷調整

事業発動旬

契約数量

市
場
出
荷
量

交付対象数量
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審査委員会の審査を経て、事業実施主体候補者が決定されます。
審査結果は、事業実施主体候補者が決定され次第、速やかに応募者に対して通知され

ます。
審査・決定

事業に参加する方を公募します。
必要書類・・・契約野菜収入確保モデル事業応募書、登記簿謄本、会社概要その他応募

者の概要の分かる資料、定款、規約又は業務方法書の写し及び直近の財
務内容が分かる資料（決算書、財務諸表等）

対象出荷期間開始日の10日前までに、契約書又は契約内容確認書及び積立金額を
証する書類を付して、機構に事業実施計画書を提出します。

事業への応募

事業実施計画書
の提出

契約取引後、出荷伝票、請求書、支払明細書等の証拠書類は適切に保管してくだい。契約取引の
実施

対象出荷期間の翌々月末までに、交付申請及び交付金の概算払請求をします。
交付申請書の提
出（概算払請求）

独立行政法人農畜産業振興機構 野菜振興部契約取引推進課
〒106-8635
東京都港区麻布台二丁目２番１号 麻布台ビル
TEL 03-3583-9819 FAX 03-3583-9484
E-mail anshin831@alic.go.jp（お問合せ専用アドレス） URL http://www.alic.go.jp/

お 問 合 せ 先

事業内容についてのご質問、資料の追加請求及び事業内容の説明要望については、下記へお気軽
にお問い合せください。

Ⅲ．事業の手続きの流れ

※事業実施主体は、交付金を不正に受給していると判断された場合には、当該事業実施主体の公表、交付金の返還等の
措置を講じられる場合があります。

交付申請した日の翌月末までに、実績報告及び交付金の精算払請求をします。
実績報告
（精算払請求）

交付金の交付申請が認められた後に、積立金の取り崩し等を行い、収入減少等を補填
します。

積立金による
補填

出荷調整実施
の申請・実施

出荷調整を行う場合には事前に申請が必要となります。
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独立行政法人 農畜産業振興機構

生産者等が、卸売市場で契約取引と同じ品目の野菜の価格が
高騰している場合に、契約に沿って出荷した時に､補填を受けら
れる仕組みです。

出荷促進タイプとは？

契約野菜収入確保モデル事業
（出荷促進タイプ）のご案内

※ 詳細については、契約野菜収入確保モデル事業公募要領（令和２年１
月２２日付け元農畜機第６１３１号）等をご確認ください。
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１ 対象品目

３ 対象となる契約取引

２ 対象者 （事業実施主体）

キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、
ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタス （14品目）

① 対象品目の生産者
② ①の者を直接又は間接の構成員とし、対象野菜の契約取引において、直接又は

間接に販売の委託を受ける農業協同組合、事業協同組合、これらの連合会
③ その他①の者を構成員とし、対象野菜の契約取引において、直接又は間接に販売

の委託を受ける団体

① 実需者等との定量・定価格契約 ※口頭契約の場合は、契約内容確認書を作成

② 契約価格は、規程に定める平均価格（市場の平年価格）を上回らないものに限ります。

４ 実需者等 （契約の相手方）

６ 積立金

５ 補助限度額

① 対象品目の生産者 750万円
② ①以外の者 1,500万円

対象品目・対象出荷期間ごとに補助限度額の範囲内で応募いただけます。

① 積立金を管理する口座を開設
② 交付金の限度額となる積立金を積立て

※積立金は、事業実施計画書の策定時から積立て、対象出荷期間後に、交付金の交付申請が認められた後に

収入減少等への補填のための取り崩し等を行います。

７ その他

① 応募者多数の場合は、対象者を選定
② この事業の対象となる契約については、野菜価格安定対策事業に重複し て

申し込むことはできません。

Ⅰ．出荷促進タイプの要件等

① 食品製造・加工業者
② 小売業者
③ 中間事業者（商社、流通業者、カット業者等）

※応募者と親子会社、兄弟会社関係の者及び代表者が同じ者は除きます。
※対象品目の契約取引が過去１年間以上のあった者に限ります。
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上旬 中旬 下旬 上旬 中旬

補てんの仕組み

市場の平均取引価額

発動基準額

出荷数量

契約数量

実需者との契約価格

市場の平均取引価額（上限価額を上限）と発動基準額との差額の一部が補填されます。

150％、180％、200％から申込時に選択

上限価額

実需者等と定量・定価格契約を締結した生産者等が、市場の平均取引価額が発動基
準額を上回った場合に、契約に沿って出荷した数量に応じて、市場の平均取引価額と発
動基準額との差額の一部を交付。

Ⅱ．出荷促進タイプの仕組み

契約価格
80円/㎏

積立金額

契約取引

価格

申込数量

契約価格
80円/㎏

10トン

契約に沿った出荷を行ったときに、下記の補てんが受けられます。

市場の平均取引価額
170円/㎏

【事業の応募内容】
上限価額 200円/kg
契約価格 80円/㎏
契約数量 10トン
申込数量 10トン

契約取引

価格

出荷数量

10トン

発動基準額
110円/㎏

交付金額

事業実施主体が積み立てる積立金額
＝申込数量×（上限価額－発動基準額）÷２
＝10トン×（200円-110円）÷２

＝45万円

発動基準額
110円/㎏

【実需者等との取引結果】
出荷数量 10トン

加入から交付金交付のイメージ（例）

機構からの交付金額
＝交付対象取引数量×(平均取引価額-発動基準額)÷２
＝10トン×（170円-110円）÷２
＝10トン×60円÷２
＝60万÷２

＝30万円 機構から30万円の交付金を交付します。

上限価額
200円/㎏

上限価額
200円/㎏

※出荷数量の合計が、契約数量の７割を
下回る場合は、交付金が交付されません。

この部分の
1/2が積立金額

この部分の
1/2が
交付金額

上限価額

発動基準額

市場の平均取引価額

規程に定める平均価格
100円/㎏

規程に定める平均価格
100円/㎏

交付対象となる期間

事業発動旬

交付金額
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審査委員会の審査を経て、事業実施主体候補者が決定されます。
審査結果は、事業実施主体候補者が決定され次第、速やかに応募者に対して通知され

ます。
審査・決定

事業に参加する方を公募します。
必要書類・・・契約野菜収入確保モデル事業応募書、登記簿謄本、会社概要その他応募

者の概要の分かる資料、定款、規約又は業務方法書の写し及び直近の財
務内容が分かる資料（決算書、財務諸表等）

対象出荷期間開始日の10日前までに、契約書又は契約内容確認書及び積立金額を
証する書類を付して、機構に事業実施計画書を提出します。

事業への応募

事業実施計画書
の提出

契約取引後、出荷伝票、請求書、支払明細書等の証拠書類は適切に保管してくだい。
契約取引の
実施

対象出荷期間終了日の翌々月末までに、交付申請及び交付金の概算払請求をします。
交付申請書の提
出（概算払請求）

独立行政法人農畜産業振興機構 野菜振興部契約取引推進課
〒106-8635
東京都港区麻布台二丁目２番１号 麻布台ビル
TEL 03-3583-9819 FAX 03-3583-9484
E-mail anshin831@alic.go.jp（お問合せ専用アドレス） URL http://www.alic.go.jp/

お 問 合 せ 先

事業内容についてのご質問、資料の追加請求及び事業内容の説明要望については、下記へお気軽
にお問い合せください。

Ⅲ．事業の手続きの流れ

※事業実施主体は、交付金を不正に受給していると判断された場合には、当該事業実施主体の公表、交付金の返還等の
措置を講じられる場合があります。

交付申請した日の翌月末までに、実績報告及び交付金の精算払請求をします。
実績報告
（精算払請求）

交付金の交付申請が認められた後に、積立金の取り崩し等を行い、収入減少等を補填
します。

積立金による
補填
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独立行政法人 農畜産業振興機構

中間事業者が、契約数量の確保のために契約取引と同じ品
目の野菜を市場調達等した場合に、補てんを受けられる仕組み
です。

数量確保タイプとは？

契約野菜収入確保モデル事業
（数量確保タイプ）のご案内

※ 詳細については、契約野菜収入確保モデル事業公募要領（令和２年１
月２２日付け元農畜機第６１３１号）等をご確認ください。
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１ 対象品目

３ 対象となる契約取引

キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、
ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタス （14品目）
※カットやパッキング等加工度合が低いものも対象となります。

実需者等との定量・定価格契約 ※口頭契約の場合は、契約内容確認書を作成

４ 実需者等 （契約の相手方）

７ 積立金

① 積立金を管理する口座を開設
② 交付金の限度額となる積立金を積立て
※積立金は、事業実施計画書の策定時から積立て、対象出荷期間後に、交付金の交付申請が認められた

後に収入減少等への補填のための取り崩し等を行います。

８ その他

① 応募者多数の場合は、対象者を選定
② この事業の対象となる契約については、野菜価格安定対策事業に重複して
申し込むことはできません。

Ⅰ．数量確保タイプの要件等

２ 対象者 （事業実施主体）

中間事業者（商社、流通業者、カット業者等）

６ 補助限度額

1,500万円
対象品目・対象出荷期間ごとに補助限度額の範囲内で応募いただけます。

① 対象品目に係る仕入計画書を作成し、生産者等と合意
② 仕入計画書には、仕入予定の数量・価格を記載

５ 生産者からの仕入計画

① 食品製造・加工業者
② 小売業者
③ 中間事業者（商社、流通業者、カット業者等）
※応募者と親子会社、兄弟会社関係の者及び代表者が同じ者は除きます。
※対象品目の契約取引が過去１年間以上あった者に限ります。
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上旬 中旬 下旬 上旬 中旬

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬

補てんの仕組み

実需者等と定量・定価格契約を締結した中間事業者が、市場の平均取引価額が
指標価額を上回った場合に、契約数量の不足分として市場等から調達した数量に
応じて、調達価格と取引予定価格との差額(＝掛増し経費)の一部を交付。

Ⅱ．数量確保タイプの仕組み

積立金額

【事業の応募内容】
取引予定価格 80円/㎏
仕入計画数量 100トン
実需者との契約数量 100トン
申込数量※ 50トン
仕入経費(予定) 800万円

交付金額

【実需者等との取引結果】
取引予定価格 80円/㎏
仕入数量 70トン
調達価格 180円/㎏
交付対象調達数量 30トン
契約出荷数量 100トン
仕入経費 1,100万円

加入から交付金交付のイメージ（例）

調達価格

取引予定価格(A)

※ 調達価格、平均取引価額

又は購入限度価額うち最も

低い価格となります。

購入限度価額

調達価格
180円/㎏

取引予定価格
80円/㎏

申込数量 50トン

取引予定価格
80円/㎏

事業実施主体が積み立てる積立金額
（購入限度価額300％の場合）
＝申込数量×

(購入限度価額－取引予定価格)×0.9÷２
＝50トン×（240円-80円）×0.9÷２
＝720万円÷２

＝360万円

購入限度価額
240円/㎏

(300％選択した場合）

機構からの交付金額
＝交付対象調達数量×

(調達価格※ー取引予定価格)×0.9÷２
＝30トン×（180円－80円）×0.9÷２
＝30トン×90円÷２
＝270万÷２

＝135万円

交付対象調達数量 30トン

機構から135万円の交付金を交付します。

※ 申込数量は、実需者との契約数量又は仕入計画数量（過去３か年における同時期の当該生産者等からの

仕入数量の最大値が上限）のいずれか少ない数量の1/2以内となります。

この部分の
1/2が積立金額

この部分の
1/2が交付金額

仕入計画数量

※ 交付対象調達数量は、不足分として調達した数量のうち、対象とな
る実需者等へ仕向けた部分です(生産者等からの仕入の減少部分が限度)

価格 平均取引価額

発動基準額 生産者から
の仕入数量
（実績）

交付対象
調達
数量※

交付
対象外

交付
対象外

Ａ×150％、200％、300％から
申込時に選択

数量

不足分＝市場等から調達した数量

事業発動旬

事業発動旬
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審査委員会の審査を経て、事業実施主体候補者が決定されます。
審査結果は、事業実施主体候補者が決定され次第、速やかに応募者に対して通知され

ます。
審査・決定

事業に参加する方を公募します。
必要書類・・・契約野菜収入確保モデル事業応募書、登記簿謄本、会社概要その他応募

者の概要の分かる資料、定款、規約又は業務方法書の写し及び直近の財
務内容が分かる資料（決算書、財務諸表等）

対象出荷期間開始日の10日前までに、契約書又は契約内容確認書及び積立金額を
証する書類を付して、機構に事業実施計画書を提出します。

事業への応募

事業実施計画書
の提出

契約取引後、出荷伝票、請求書、支払明細書等の証拠書類は適切に保管してくだい。
契約取引の
実施

対象出荷期間終了日の翌々月末までに、交付申請及び交付金の概算払請求をします。
交付申請書の提
出（概算払請求）

独立行政法人農畜産業振興機構 野菜振興部契約取引推進課
〒106-8635
東京都港区麻布台二丁目２番１号 麻布台ビル
TEL 03-3583-9819 FAX 03-3583-9484
E-mail anshin831@alic.go.jp（お問合せ専用アドレス） URL http://www.alic.go.jp/

お 問 合 せ 先

事業内容についてのご質問、資料の追加請求及び事業内容の説明要望については、下記へお気軽
にお問い合せください。

Ⅲ．事業の手続きの流れ

※事業実施主体は、交付金を不正に受給していると判断された場合には、当該事業実施主体の公表、交付金の返還等の
措置を講じられる場合があります。

交付申請した日の翌月末までに、実績報告及び交付金の精算払請求をします。
実績報告
（精算払請求）

交付金の交付申請が認められた後に、積立金の取り崩し等を行い、収入減少等を補填
します。

積立金による
補填
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国民消費生活上重要な野菜の需給安定のための取組を が支援します！

１．生産出荷団体緊急需給調整事業

・野菜の中でもキャベツ、たまねぎ等は、露地で栽培されることから
天候の影響を受けやすく作柄・価格の変動が大きいことや、消費量
が多いことから、これらの価格と供給の安定を図るため、緊急需給
調整事業を実施しています。

・価格低落時には、出荷の後送り、加工用販売、フードバンクへの提
供、土壌還元等を実施します。価格高騰時には、出荷の前倒しを実
施します。

・国50％、生産者50％の拠出により、（独）農畜産業振興機構に資金を造
成し、需給調整をした生産者に交付。

・対象野菜：重要野菜〔キャベツ（周年）、たまねぎ（周年）、
秋冬だいこん、秋冬はくさい〕

調整野菜〔春だいこん、夏だいこん、にんじん（周年）、
春はくさい、夏はくさい、レタス（周年）〕

○価格低落時の対策

・出荷の後送り
キャベツ、たまねぎ等の露地野菜の出荷を抑制するため、
出荷の後送りを実施。
生産者に対し、後送りによる品質低下相当分を助成。

・加工用販売
キャベツ、たまねぎ等の露地野菜の出荷を抑制するため、

当初市場向けであったもののうち、供給過剰分を新たな加
工用途に出荷。

生産者に対し、種子・肥料・農薬等に要した物財費相当
分の一部を助成。
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・市場隔離
キャベツ、たまねぎ等の露地野菜の出荷を抑制するため、

加工、飼料化、フードバンクへの提供等の有効利用に努め、
なお過剰野菜が残る場合には土壌還元を実施。

生産者に対し、運搬費、段ボール等の資材費、出荷作業
費、予冷経費、一時保管経費等の一部を助成。

・出荷の前倒し
キャベツ、はくさい等の露地野菜の出荷を促進するため、

早取り等により出荷の前倒しを実施。
生産者に対し、早取りによる損失相当分を助成。

○価格高騰時の対策

＜価格低落時の助成の仕組み＞

平均価格（過去の市場価格）

平均販売価額が過去の平均価格の80%以下の場合に発動
１.出荷の後送り：(平均価格×0.3）×実施数量を補てん
２.加工用販売 ((平均価格×0.4)×加工用販売数量

－売上額))＋経費を補てん
３.市場隔離
・有効利用用途 ：((平均価格×0.4）×有効利用用途向け

出荷数量－売上額))＋経費を補てん
・一時保管 ： ((平均価格×0.3）×その他の市場隔離

数量－売上額))＋経費を補てん
・土壌還元 ： (平均価格×0.4）×土壌還元等実施

数量を補てん
・価格回復後 ：（平均価格×0.3）×出荷停止後
の出荷 出荷した数量を補てん

価
格

100％

発動基準（平均価額の80％）

※加工用販売と市場隔離の発動基準は、令和2年4月1日以降80％以下に改正（従前は70％以下）

平均販売価額
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農林水産省

実施計画作成の要請

生

産

者

④参加申込承諾

⑩交付金

①参加申込
⑤負担金
⑨交付申請
⑪賦課金

登録生産者

登録出荷団体（非JA系）

専門農協、商系等

登録出荷団体（JA系）

⑧通知

全農本所 県本部等・JA

⑥
実
施
計
画
の
届
出

⑦
実
施
の
届
出

補

助

金

②
交
付
準
備
財
産
造
成
計
画
の
協
議

③
了
承

平均販売価額が過去の平均価格の150％以上の場合に発動
出荷の前倒し：（平均価格×0.3）×実施数量を補てん

平均価格（過去の市場価格）

発動基準（平均価格の150％）

価
格

100％

＜価格高騰時の助成の仕組み＞

＜緊急需給調整の流れ＞

平均販売価額
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(1) 緊急需給調整推進費助成事業
登録出荷団体等が緊急需給調整の推進及び確認等を行う場合に要する経費の

２分の１以内を機構が補助します。

(2) 野菜需給協議会の開催
機構が農林水産省と連携しながら、野菜の需給安定に向けた検討を行うため

の野菜需給協議会を開催し、国民に現在の需給情報を周知するとともに消費

拡大を行います。

(3) 産地情報調査員の設置
登録出荷団体等が都道府県段階における重要野菜、調整野菜の作付面積、生

産出荷動向等の情報（系統外を含む。）収集を行うための産地情報調査員を

設置した場合に要する経費を機構が定額補助します。

(4) 緊急需給調整連絡協議会の開催
登録出荷団体等が、出荷期間中の供給過剰が予想される時点において、効果

的な緊急需給調整の検討、実施体制の構築、生産者に対する啓蒙活動を行う

ため、緊急需給調整連絡協議会を開催した場合に要する経費を機構が定額補

助します。

(5) 供給過剰時の消費拡大事業
登録出荷団体等が、野菜の供給過剰時に短期的、集中的に行うテレビ広告、

新聞広告、料理レシピ配布等による消費拡大に向けた取組を行う場合に要す

る経費の２分の１以内を機構が補助します。

２．緊急需給調整推進事業

【問い合わせ先】(独)農畜産業振興機構 野菜振興部 助成業務課 ℡０３-３５８３-９７９６
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【問い合わせ先】(独)農畜産業振興機構 野菜振興部 助成業務課 ℡０３-３５８３-９７９７

たまねぎ、にんじん、ねぎ、ほうれんそう、スイートコーン、えだまめ、
ブロッコリー、 ごぼう、セルリー、トマト、
キャベツ（10～11 月又は 3～5 月出荷）※、レタス（9～3 月出荷）※、
だいこん（4～6  月又は 10～11 月出荷）※、かぼちゃ（11～6 月出荷）※

実需者が求める国産野菜の安定調達ニーズに対応するため、国内産が需要に応え切れていな
い品目や作型（端境期）の生産拡大に向けて、生産・流通体系の構築、出荷期間の拡大及び
作柄安定技術の導入の取組を支援します。

加工・業務用：１０ｈａ以上５０ｈａ以下 ／ 生食用： ５ｈａ以上５０ｈａ以下

農協連合会、農協、農事組合法人、農地所有適格法人、特定農業団体、農業者の組織する団体
（注）事業参加生産者が５戸以上（農事組合法人等の場合、定款に記載された構成員(出資者)５戸以上）必要です。

３年間

端境期の国産野菜の生産拡大を が支援します！

事業対象面積×１５万円（１０ａ当たり） （ 初年度に一括交付 ）

（公募により事業採択ポイントの高い順に予算の範囲内で候補者を決定します。）

・全体の出荷量のうち、２０％以上を対象出荷期間（端境期）に出荷すること。
・対象出荷期間（端境期）の出荷量が、現状に比べて１０％以上増加すること。

① 事 業 概 要

② 対 象 品 目

③ 取 組 主 体

④ 助 成 額

⑤ 事業対象面積

⑥ 事 業 期 間

⑦ 成 果 目 標

【加工・業務用】

【生食用】 トマト（9～10 月出荷）※、かぼちゃ（11～6 月出荷）※

※対象出荷期間が特定されている品目
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※変更部分は下線表示

項目 端境期事業 加工・業務用野菜生産基盤強化事業

事業内容 加工・業務用を中心に輸入量が多い又は拡
大している野菜について、国内産が需要に応

えきれていない時期（端境期）における品目や

作型の作付拡大に向けた取組を推進するため、

作柄安定技術の導入等により野菜の安定的な

生産及び出荷に取り組む事業実施主体に対し、

一定の助成単価により事業対象面積に応じて

機構が補助する事業。

生鮮用野菜から加工・業務用野菜への転換
等を図る際の加工・業務用野菜の生産基盤の強

化に向けた取組を推進するため、作柄安定技術

の導入等により加工・業務用野菜の安定的な生

産及び出荷に取り組む事業実施主体に対し、

一定の助成単価により当該取組面積に応じて

機構が補助する事業。

対象品目 ＜加工・業務用は以下の１４品目＞

・たまねぎ

・にんじん

・ねぎ

・ほうれんそう

・スイートコーン

・えだまめ

・ブロッコリー

・ごぼう

・トマト

・セルリー

・キャベツ

（10～11月もしくは 3～5月）

・レタス

（9～3月）

・かぼちゃ

（11～6月）

・だいこん

（4～6月もしくは 10～11月）

＜加工・業務用は以下の９品目＞

・たまねぎ

・にんじん

・ねぎ

・ほうれんそう

・スイートコーン

・えだまめ

・キャベツ

・レタス

・かぼちゃ

＜生食用は以下の２品目＞

トマト（9～10月出荷）

か ぼちゃ（11～6月出

荷）

＜知事特認野菜＞ ＜知事特認野菜＞

加工・業務用のみ 加工・業務用のみ

事業期間 ３年間 ５年間

令和２年度端境期等対策産地育成強化推進事業
（加工・業務用野菜生産基盤強化事業からの主な変更点）
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項目 端境期事業 加工・業務用野菜生産基盤強化事業

事 業 対 象

面積

・加工・業務用

原則 10ha～50ha以下

・生食用

原則 5ha～50ha以下

・加工・業務用

原則 10ha～50ha以下

生産・流通

体 系 の 構

築 及 び 出

荷 期 間 の

拡 大 の た

めの取組

以下のｱ～ｷの取組を３年間継続して実施

ｱ 事業ほ場の設定

ｲ 一定期間の事前契約の締結

ｳ 新規作型の導入

ｴ 生産コストの低減

ｵ 流通コストの低減

ｶ トレーサビリティシステム等の活用

ｷ 出荷量の安定に向けた取組

以下のｱ～ｶの取組を３年間継続して実施

ｱ 加工・業務用ほ場の設定

ｲ 一定期間の事前契約の締結

ｳ 実需者ニーズに即した栽培・出荷

ｴ 生産コストの低減

ｵ 流通コストの低減

ｶ トレーサビリティシステム等の導入

作 柄 安 定

技 術 の 導

入 のため

の取組

以下の a～dの取組のうち、１年目は３つ、
２年目は２つ、３年目は１つを計画的に取り

組むこととする。

a 土層改良・排水対策

b 病害虫防除・連作障害回避対策

c 地温安定・保水・風害対策

d 土壌改良資材施用

以下のｱ～ｴの取組のうち、１年目は３つ、
２年目は２つ、３年目は１つを計画的に取り

組むこととする。

ｱ 土層改良・排水対策

ｲ 病害虫防除・連作障害回避対策

ｳ 地温安定・保水・風害対策

ｴ 土壌改良資材施用

成果目標 以下のア及びイは必須。

ア全体の出荷量のうち、２０％以上を対象出

荷期間に出荷すること。

イ 対象出荷期間の出荷量が、現状に比べて

１０％以上増加すること。

以下のア又はイを選択。ウは必須。

ア 単収の向上

イ コストの削減

ウ 契約取引を行う栽培面積の増加
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